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はじめに 
 
 東アジア地域は過去半世紀の間に目覚ましい経
済発展を遂げた。1970年代以降、日本に続き韓国、
台湾、香港、シンガポールが急速な経済成長を実
現し、1980年代には東南アジアの他の国々も高成
長国のグループに加わった。さらに、1990年代以
降は、中国がこの地域の経済成長を牽引する主要
な役割を果たしている。現在、中国や東南アジア
の国々の多くは、世界銀行が定義するところの中
所得国に分類される。これらの中所得国が、スム
ーズに高所得国へと移行できるか否かについて、
過去 10年ほど活発な議論が行われてきた。 
所得段階の移行に関する近年の議論で、もっと
も影響力を持つ概念は、「中所得国の罠」と呼ばれ
るものである。これは、低所得国から中所得国へ
と成功裏に移行した経済が、経済成長の鈍化によ
って、さらなる所得段階の移行を果たせないまま
長期にわたり中所得国にとどまる可能性を示した
ものである。Gill and Kharas (2007)が、初めて中所
得国の罠というフレーズを使用して以来、この概
念は広く認識されるようになり、罠の存在や経済
成長の鈍化をもたらす要因をめぐって、多くの議
論がかわされてきた。しかし、中所得国の罠とい
う概念は、明確な定義や理論的な背景を欠いたま
ま流布してしまった感があり、概念の有用性を改
めて問い直す動きも進んでいる。 
 本稿の目的は、経済成長論の収束という理論的
枠組みのなかで、中所得国の経済成長を分析する
ことである。まず、所得段階の移行に関するデー
タを概観するとともに、中所得国の罠に関する議
論を整理する。次に、低所得国の段階を脱した国々
を対象として、所得水準の相対的キャッチアップ
が存在したかどうかを検証する。これは、低所得
国から中所得国の段階に移行しうるだけの条件を
経済が備えれば、それ以降、罠に陥ることなくキ
ャッチアップを実現することができるか否かを問
うことを意味する。結果として、中所得国の罠と
いう概念が注目を集めた 2000 年代以降について、
むしろキャッチアップの存在が確認された。既存
研究を含め、少なくともデータからは、中所得国
が必ず直面する罠の存在を見出すことはできない。
最後に、経済構造の転換と中所得国のキャッチア
ップとの関係について論じる。 
 
図1 1人あたりGDPの変化：1960年と2014年の比較 
 
（注）サンブルは、1960年および 2014年の一人あたりGDP
が得られ、1960年時点の人口が 100万人以上の国・地域に
限定した。一人あたり GDPは 2011年基準の購買力平価に
基づく対数値である。実線は中所得国と高所得国を区分す
る閾値であり、破線は低所得国と中所得国を区分する閾値
を意味する。それぞれの閾値は Eichengreen, Park and Shin 
(2017)に従い、$17,600と$2,585に設定した。 
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所得段階の移行と中所得国の罠 
 
 各国の過去半世紀あまりの所得段階の移行を把
握するため、1960 年と 2014 年の一人あたり実質
GDP を示したものが図 1 である。データは Penn 
World Table 9.0 (Feenstra, Inklaar and Timmer, 
2015)に基づく。図の実線は、高所得国と中所得国
を区分する一人あたり所得水準の閾値であり、破
線は中所得国と低所得国を区分する閾値である。
世界銀行の所得段階は、一人あたり国民総所得に
基づいて定義されるため、図 1 で用いる分類とは
異なる点に注意が必要である。ただし、全体の特
徴を論じるうえで大きな差異は生じない。 
図 1 から明らかなように、多くの国々は過去半
世紀の間に一人あたり実質所得の向上を実現して
いる。低所得国から中所得国、あるいは中所得国
から高所得国へと移行した国々も少なくない。そ
の意味で、絶対的な所得水準を判断基準とするな
らば、所得段階の移行は初期条件に関わらず可能
である。これは、正の経済成長率を維持する限り、
いずれはどの国も一定の所得水準に到達できるこ
とから当然といえる。ただし、過去半世紀に低所
得国から高所得国にまで移行したケースは、韓国
や台湾など少数のケースに限られる。したがって、
所得段階の移行は平均的にみると、長期かつ段階
的なプロセスであることが示唆される。 
所得段階の移行を果たした国々が存在する一方、
図 1 では、長期にわたり同じ所得段階にとどまる
国々の存在も確認できる。過去半世紀を通じて、
低所得国にとどまる国々（左下の破線で囲まれた
ブロック）や、中所得国にとどまる国 （々中央のブ
ロック）がこれに該当する。後者はまさしく、中所
得国の罠が想定するグループといえる。また、低
所得国から中所得国に移行した国であっても、そ
の後の経済成長が鈍化した場合、より上位の所得
段階へスムーズに移行できない恐れがある。 
以上の観察事実に対して、中所得国の罠の議論
は、その存在をどのように定義してきたのであろ
うか。これまでの議論の焦点は、長期の定常状態
というよりも、所得段階の移行スピードに置かれ
てきた。より具体的には、移行期間の長さや経済
成長の短期的な鈍化が問題視されてきた。これは、
開発経済学でしばしば用いられる「貧困の罠」が、
定常状態において低所得をもたらすメカニズムを
分析してきたことと、やや趣を異にする。 
Felipe, Kumar and Galope（2017）は、所得段階
の移行に関する歴史的な経験から、2013年の時点
で中所得国の罠に陥っている経済を特定した。分
析は三つのステップからなる。始めに 1990年基準
の購買力平価で測った所得段階を独自に作成して、
Maddisonの長期データに適用した。第二に、下位
中所得国から上位中所得国へ移行した経済、上位
中所得国から高所得国へ移行した経済を抽出し、
移行に要した標準的な期間を求めた。それによる
と標準的な移行期間は、下位中所得国から上位中
所得国への移行で 55年、上位中所得国から高所得
国への移行で 15年となっている。第三に、標準的
な移行期間を超えて同じ所得段階にとどまってい
る経済を中所得国の罠に陥っていると定義した。
分析結果では、2013年時点で中所得国に分類され
る 54 カ国のうち、14 カ国が罠に陥っていると判
断される。ただし、このことは平均よりも長い移
行期間（すなわち低い経済成長率）を経験してい
る一部の国々が存在することを示すものに過ぎな
い。Felipe, Kumar, and Galope（2017）の貢献はむ
しろ、現在の先進国の歴史的な経験も加味するな
らば、所得段階の移行には一般的に長い期間を要
するうえ、国ごとのばらつきが大きいことを長期
データに基づき示したことである。また、近年の
東アジアの急速な経済成長は、サンプル全体のな
かでは例外的なケースに相当し、これを中所得国
のベンチマークとして考えることは適当でないこ
とを指摘した点も重要である。 
Eichengreen, Park, and Shin (2013)と Aiyar et al. 
(2013)は、ともに Penn World Table 7.1のデータを
用いて、経済成長の鈍化がどの所得段階でもっと
も生じやすいかを分析した。前者の研究では、あ
る時点を起点として、直前 7 年間の経済成長率が
平均で 3.5％以上、直後 7年間の経済成長率がそれ
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と比較して 2.0％以上低下した場合を、経済成長の
鈍化と定義した。後者の研究では、5年間ごとの経
済成長率と、期初の所得水準および定常状態に影
響を与える要因との関係を推計し、各所得水準に
おける各国の経済成長率の予測値を得た。そのう
えで予測値から経済成長率が大きく下方へ乖離し
た場合に、経済成長の鈍化が生じたと定義した。
二つの研究結果はいずれも、経済成長の鈍化が中
所得国の段階でもっとも生じやすいことを明らか
にした。したがって、中所得国の段階において経
済成長の鈍化に見舞われる傾向は、確かに存在し
ているといえよう。しかし、もともと高い経済成
長率が鈍化したとしても、依然として十分に高い
経済成長率を維持していれば、それは直ちに所得
段階の移行やキャッチアップを妨げるものではな
い。 
 Im and Rosenblatt (2013)とHan and Wei (2017)
は、異なる所得段階の間の移行確率を表した遷移
行列に基づき、経済にとって中所得国の段階から
抜け出すことが、とりわけ大きな困難をともなう
ものか否かを分析した。絶対的な所得水準に加え、
米国との相対所得でも中所得国を定義しているこ
とが特徴である。前者は World Development 
Indicators、後者は Penn World Table 8.0をデータ
として採用している。研究結果はいずれも、中所
得国から高所得国への移行は、低所得国から中所
得国への移行よりも容易である（確率的に生じや
すい）ことを明らかにした。所得段階をさらに細
分化していくと、平均的な傾向として、所得水準
が上昇するにつれ直近上位の所得段階へ移行でき
る可能性は高まることが示された。どの所得段階
でも、移行に必要な期間は極めて長期におよぶと
試算されるものの、中所得国の段階でとりわけ大
きな困難が待ち構えているわけではない。 
 既存研究は、分析手法、データ、所得段階の定義
がそれぞれ異なっており、中所得国の罠の存在に
関して誰もが納得する結論を得ているわけではな
い。所得段階の移行は長期のプロセスであり、中
所得国の段階で経済成長の鈍化や持続的な低成長
を経験し、平均より長い移行期間を必要としてい
る経済が存在することは事実である。しかし、全
ての中所得国が直面する深刻な罠が存在するかと
いうと、現在までそれを積極的に支持する証拠は
提示されていない。最後の点を明示的に検証する
ため、経済成長論の収束という理論的枠組みに基
づき、簡単な分析を行う。 
 
中所得国のキャッチアップ 
 
 経済成長論の実証研究の分野で、広く妥当性を
認められている理論的仮説は、条件付き収束
（conditional convergence）であろう。これは、経
済がそれぞれ固有の定常状態に収束するという仮
説である。同じ定常状態を有するならば、初期時
点で所得水準の低い経済ほど、資本の限界生産力
が大きいために経済成長率は高くなり、相対的キ
ャッチアップが実現されるという予測を得る。こ
の関係は、以下の（１）式として表現される
(Acemoglu, 2009)。 
 
𝑔𝑔𝑗𝑗(𝑡𝑡)���
成長率
= 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽 �ln𝑦𝑦𝑗𝑗(𝑡𝑡)− ln𝑦𝑦𝑗𝑗∗(𝑡𝑡)��������������
定常状態との差
 (1) 
 
 𝑦𝑦𝑗𝑗(𝑡𝑡)は𝑗𝑗国における𝑡𝑡期の一人あたり GDP であ
り、𝑔𝑔𝑗𝑗(𝑡𝑡)は成長率を表す。新古典派成長論におい
ては、長期の(実効的な)資本労働比率が一定となる
が、その資本労働比率のもとでの一人あたりGDP
を𝑦𝑦𝑗𝑗
∗(𝑡𝑡)とする。𝑦𝑦𝑗𝑗∗(𝑡𝑡)は経済の定常状態に対応して
おり、投資率や人口成長率などさまざまな要因に
依存しうる。一方、(1)式でパラメータとして与え
られる𝛼𝛼は、各国に共通の技術進歩率であり、外生
的に一定とする。最後に、𝛽𝛽は収束の理論的枠組み
でもっとも重要なパラメータであり、負値が想定
される。𝛽𝛽が負であれば、定常状態から離れている
経済、すなわち所得水準の相対的に低い経済ほど
急速に成長する。 
 仮に、どの経済も同じ定常状態を有するならば、
全ての経済がキャッチアップして最終的に同じ所
得水準に収束する。これは、無条件収束仮説と呼
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ばれる。既存研究では、全ての経済を対象とした
場合、無条件収束仮説は成立しないことが確認さ
れている。一方で、OECD 諸国のように条件が似
通った経済だけを対象とした場合は、無条件収束
仮説が成立する。 
 本稿の最大の関心事は、仮に、経済が低所得国
の段階を脱するだけの基礎的な条件を満たせば、
それ以降は、現在の先進国に対してキャッチアッ
プを実現できるか否かという問いである。言い換
えると、「貧困の罠」を脱することができれば、「中
所得国の罠」に直面することなく経済がキャッチ
アップするかという問いである。このことを確認
するため、低所得国の段階を脱した経済を対象と
して、無条件収束仮説の成立を検証する。いま、ベ
ンチマークとして米国を考え、米国の所得水準を
定常状態に対応するものとする。このとき、(1)式
は以下のように書き直すことができる。 
 
𝑔𝑔𝑗𝑗(𝑡𝑡)���
成長率
= 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽 �ln𝑦𝑦𝑗𝑗(𝑡𝑡)− ln𝑦𝑦𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡)�������������
米国との差
 (2) 
 
 低所得国の段階を脱した経済を対象として(2)式
を推計し、𝛽𝛽が有意かつ負であれば、全ての経済が
キャッチアップを通じて長期的に同じ所得水準に
収束する。このとき、経済は絶対的な所得水準で
みても高所得国に移行することとなる。 
 データは図 1と同様に、Penn World Table 9.0を
用いる。対象となる経済は、1960-2014年の期間に
中所得国の段階以上に達した国々である。したが
って、初期には低所得国であっても中所得国の段
階に移行した経済はサンプルに含まれる一方、過
去半世紀あまり低所得国としてとどまっている経
済は除外される。初めから中所得国、あるいは高
所得国の経済は当然ながらサンプルに含まれる。
推計は、5 年間ごとの経済成長率と期初の所得水
準に関する異なる時期のクロスセクションデータ
をプールして OLS推計した。 
 推計結果を示したものが表 1 である。全期間の
結果（パネル A）を見ると、𝛽𝛽は負で統計的に有意
な値を示している。しかし、収束のスピードは極
めて遅く、モデルの説明力もほとんどない。期間
を分割して推計してみると、1960-1980年と 1980-
2000 年は𝛽𝛽が有意ではなく、キャッチアップが基
本的に存在しなかったことを確認できる。ただし、
中所得国は高所得国とほぼ同等の経済成長率を実
現したという見方もできる。一方、2000-2014年は、
𝛽𝛽が負で有意となり、キャッチアップの存在が明確
に確認された。したがって、やや皮肉なことに、中
所得国の罠という概念が提起された 2000 年代以
降の方がむしろ、中所得国のキャッチアップは存
在したという結果が得られた。 
 
表 1 無条件収束仮説の検証：1960-2014年 
 
（注）サンプルは、1960 年から 2014 年の期間中、中所得国
の段階以上に達した国々のみを含む。βが負値で有意ならば、
相対的なキャッチアップの傾向が存在したことを表す。 
（出所）Penn World Table (PWT) version 9.0 (Feenstra, 
Inklaar and Timmer, 2015) 
 
この背景には、𝛼𝛼の低下から推測されるように、
金融危機などの影響で先進国の経済成長率が平均
的に低下する一方、中所得国は相対的に高い経済
成長率を維持できたことが挙げられる。また、2000
年代以降になって、サンプルに含まれる全ての
国々が中所得国の段階以上に達したことの影響も
考えられる。いずれにせよ、利用可能な最近年の
データを含む推計結果からは、中所得国が平均的
に高所得国と同等かそれ以上の経済成長率を実現
し、キャッチアップする可能性が示唆された。 
 こうした平均的な傾向は、中所得国の罠の存在
を明確に否定するものだろうか。Ito (2017)は、中
係数 標準誤差 P値 係数 標準誤差 P値
β -0.003 0.001 0.031 0.001 0.002 0.628
α 0.022 0.003 0.000 0.032 0.004 0.000
決定係数
観察数
係数 標準誤差 P値 係数 標準誤差 P値
β 0.004 0.003 0.163 -0.017 0.002 0.000
α 0.025 0.005 0.000 0.010 0.004 0.011
決定係数
観察数 280
0.203
210
(A) 全期間：1960-2014 (B) 1960-1980
(C) 1980-2000 (D) 2000-2014
0.005
770
0.003
280
0.003
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所得国がそれぞれ異なる定常状態に収束する可能
性を許容し、東アジアの経済を複数のグループに
分割して推計したところ、いくつかのグループは
現在の先進国より低い所得水準に対応する定常状
態へ収束する経路上にあることを見出した。した
がって、これらの経済が現在の先進国に完全にキ
ャッチアップするためには、より上位の定常状態
へいたる経路にジャンプする必要がある。 
 Ito (2017)の分析枠組みは、条件付き収束のそれ
と全く同じである。しかし、所得段階の移行やキ
ャッチアップを上位の定常状態にいたる経路への
ジャンプと位置づけ、それが適切に実現されない
状況を中所得国の罠と解釈している点に新しさが
ある。全ての中所得国が高所得国と同じ定常状態
を有するという仮定は、確かに極端であり、現実
には経済の異質性や複数の定常状態の存在を仮定
することが現実的である。ただし、表 1 の推計結
果を踏まえれば、そうしたジャンプはしばしば可
能であり、平均的には、多くの経済が高所得国の
定常状態にいたる経路へ移行しているといえる。
Barro (2016)が論じているように、いずれの所得段
階における移行問題もチャレンジングな課題であ
るが、中所得国でそれがとりわけ困難であるとい
う証拠は存在しない、という見方がおおよそ妥当
ではないだろうか。 
 
経済の構造転換とキャッチアップ 
 
 所得段階の移行やキャッチアップは可能であり、
中所得国が平均的傾向として直面する課題の克服
に成功しているとしても、そうした課題の内容を
特定し、解決策を明らかにすることは依然として
重要な作業である。これまで、中所得国が直面す
る課題としては、金融システムの安定、人的資本
の質の向上、研究開発投資の増加、人口構成変化
への対応など、多岐にわたるトピックが論じられ
てきた。これらの多くは、マクロ経済に共通する
課題、または製造業部門と密接に関連する課題で
あった。一方、経済発展論では、伝統的に、異なる
部門の資源配分と生産性格差について大きな関心
が注がれてきた。 
 経済発展の過程では、労働力などの資源が農業
部門から製造業部門、さらにはサービス部門へと
移動し、経済の構造転換が生じることが知られて
いる。また、国際的な労働生産性格差は農業部門
やサービス部門で相対的に大きく、低所得国では
そうした部門に多くの労働力が雇用されている
(Casseli, 2005、Duarte and Restuccia, 2010)。以下
では、経済のキャッチアップと構造転換の関係を、
収束の理論的枠組みのなかで議論する。 
 経済の一人あたり GDP は、(3)式のように分解
される。 
 y𝑗𝑗 = � 𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑗𝑗𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑗𝑗
𝑖𝑖∈{𝑎𝑎,𝑚𝑚,𝑠𝑠}  (3) 
 
 𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑗𝑗は𝑗𝑗国における𝑖𝑖部門の労働力シェアである。
ここでは、農業、製造業、サービスの三つの部門を
考える。𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑗𝑗は𝑖𝑖部門の労働生産性に相当する。米国
をベンチマークとすれば、所得水準の格差は(4)式
のように表すことができる。 
 
 
y𝑗𝑗 − 𝑦𝑦𝑈𝑈𝑈𝑈 = � 𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑗𝑗�𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑗𝑗 − 𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈�
𝑖𝑖∈{𝑎𝑎,𝑚𝑚,𝑠𝑠}�������������������
労働生産性格差
� (𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑗𝑗 − 𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈
𝑖𝑖∈{𝑎𝑎,𝑚𝑚,𝑠𝑠} )𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑗𝑗�������������������
労働力配分の非効率性（静学的）
+ � (𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑗𝑗 − 𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈)(𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈 − 𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑗𝑗)
𝑖𝑖∈{𝑎𝑎,𝑚𝑚,𝑠𝑠}�������������������������
生産性キャッチアップの可能性を考慮した労働力配分の非効率性（動学的）
 
(4) 
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 右辺の第 1項は、二国間の労働生産性格差を、𝑗𝑗
国の労働力シェアを用いて評価したものである。
第 2項と第 3項は、ともに労働力配分の非効率性
に関わる項目である。前者は、労働力配分が𝑗𝑗国と
米国で乖離していることの影響を𝑗𝑗国の労働生産
性を用いて評価した静学的な指標であり、後者は
労働生産性が米国の水準までキャッチアップした
場合の影響を加味した動学的な指標となる。 
 無条件収束仮説の推計に用いた(2)式では、一人
あたり GDP の対数値をとった差が説明変数とな
っていた。これは(5)式のように近似できる。 
 ln𝑦𝑦𝑗𝑗(𝑡𝑡)− ln𝑦𝑦𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡) = 𝑦𝑦𝑗𝑗(𝑡𝑡) − 𝑦𝑦𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡)𝑦𝑦𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡)  (5) 
 
 この関係にしたがい、(4)式を(2)式に代入するこ
とで、最終的に下の(6)式が得られる。 
 (6)式は、無条件収束仮説の検証に用いた推計式
と基本的に同じ形である。ただし、米国との所得
格差を、部門内の労働生産格差に起因するギャッ
プ、および部門間の労働力配分の非効率性に起因
するギャップに分解し、それぞれの要因に個別の
係数を付与している。労働生産性格差については
部門ごとに異なる係数を想定している。 
残念ながら、(6)式は(2)式ほどの強固な理論的背
景を有していない。第 1 に、経済成長論の収束仮
説は、一部門の経済を想定したものであり、追加
的な仮定がない限り、本来は多部門の経済にその
ままの形で適用することはできない。第 2 に、前
提となる(4)式は、単なる恒等関係を意味しており、
メカニズムを記述するものではない(Caselli and 
Coleman, 2001)。推計式の解釈としては、初期の所
得格差を規定する経済構造の特徴と、それ以降の
キャッチアップとの相関関係を示したものという
ことになる。 
 データは部門別の労働生産性に関する情報が利
用可能な GGDC 10-Sector Database (Timmer, de 
Vries, de Vries, 2015)を用いる。サンプル数は限ら
れるが、現在の高所得国および中所得国をバラン
スよく含む構成となっている。無条件収束仮説の
検証と同様、5 年間ごとの経済成長率を被説明変
数として、所得格差を規定する各要因を説明変数
としたクロスセクションデータをプールして OLS
推計した。 
推計結果を示したものが表 2である。表 2の（1）
ではまず、農業部門と非農業部門の 2 部門に分け
た結果を示している。農業部門の労働生産性格差
の係数（𝛽𝛽𝑎𝑎）は正で有意であり、一方、非農業部門
の労働生産性格差の係数（𝛽𝛽𝑛𝑛）は負で有意である。
このことは、非農業部門の労働生産性格差が初期
に大きいほど、急速なキャッチアップが実現され
ることを示している。反対に、農業部門の労働生
産性がベンチマークと比べて低い経済は、キャッ
チアップに問題が生じることになる。この結果は、
経済の構造転換に関する理論モデルと整合的であ
る。多くの理論モデルは、農業部門の生産性上昇
が、経済の構造転換における重要な先行条件とな
っている。生産性の上昇による農産物価格の低下
は、農業部門の労働力需要を減少させ、生産性が
相対的に高い他部門に資源が再配分されることに
より、マクロの生産性ひいては所得水準が上昇す
る。資源再配分による生産性上昇の余地が大きい
経済ほど、急速にキャッチアップできることは、
推計結果における𝛾𝛾𝑑𝑑が負で有意であることからも
整合的に説明できる。 
 
 
 
𝑔𝑔𝑗𝑗(𝑡𝑡) = 𝛼𝛼 + �� 𝛽𝛽𝑖𝑖𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑗𝑗(𝑡𝑡) �𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑗𝑗(𝑡𝑡) − 𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡)� + 𝛾𝛾𝑠𝑠� (𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑗𝑗(𝑡𝑡) −𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡)
𝑖𝑖∈{𝑎𝑎,𝑚𝑚,𝑠𝑠} )𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡)𝑖𝑖∈{𝑎𝑎,𝑚𝑚,𝑠𝑠}+ 𝛾𝛾𝑑𝑑� (𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑗𝑗(𝑡𝑡) −𝑤𝑤𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡))(𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡) − 𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑗𝑗(𝑡𝑡))
𝑖𝑖∈{𝑎𝑎,𝑚𝑚,𝑠𝑠} � 1𝑦𝑦𝑈𝑈𝑈𝑈(𝑡𝑡) 
 
(6) 
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表 2 経済の構造転換とキャッチアップ：1960-2014年 
 
（注）サンプルは、1960年から 2014年の期間中、中所得
国の段階以上に達した国々のみを含む。 
（出所）The GGDC 10-Sector Database (Timmer, de Vries, 
de Vries, 2015) 
 
 
 次に、表 2の（2）に基づき、非農業部門を製造
業とサービスに分けた三部門の推計結果を見てい
こう。農業部門の労働生産性格差がキャッチアッ
プを阻害する要因になっている結果は変わらない。
また、資源再配分の余地が大きい経済ほど急速に
キャッチアップするという結果もそのままである。
𝛾𝛾𝑑𝑑に加えて𝛾𝛾𝑠𝑠も有意で負となっている点に注目さ
れたい。一方、製造業部門とサービス部門の労働
生産性格差については、興味深い結果が得られた。
製造業部門の係数（𝛽𝛽𝑚𝑚）は有意に負であり、その
定量的な影響も大きいが、サービス部門の係数（𝛽𝛽𝑠𝑠）
は統計的に有意ではない。これは、サービス部門
の労働生産性格差と経済成長率にシステマティッ
クな関係がないことを意味しており、サービス部
門の労働生産性格差は自動的に縮小しないことを
示唆している。 
 要約すると以下のような結論が得られる。製造
業部門の労働生産性格差は比較的スムーズに縮小
し、キャッチアップの原動力となっている。これ
は、製造業の貿易データを用いて、国内で初期に
比較劣位にあるサブセクターほど急速な生産性の
キャッチアップを実現するとした Levchenko and 
Zhang (2016)の分析結果と整合的である。製造業
部門に労働力が移動することで、経済のキャッチ
アップはますます促進される。しかし、農業部門
の労働生産性が低いままの経済は、再配分を通じ
たキャッチアップを実現できない恐れがある。最
後に、サービス部門の労働生産性格差は縮小する
傾向にない。一般に、所得水準が上昇するほど、サ
ービス部門は拡大するため、上位中所得国のよう
な段階では、製造業部門よりむしろサービス部門
の生産性が、長期の定常状態により大きな影響を
与える可能性がある。 
 
おわりに 
 
 所得段階の移行は長期におよぶプロセスである。
現在の先進国も、かつては中所得国の段階に長く
とどまっていた。そのため、中所得国の経済成長
を短期的な視点でのみ分析することは必ずしも有
益とはいえない。本稿では、経済が長期の定常状
態に収束するという経済成長論の基本的な枠組み
を援用し、中所得国のキャッチアップについて平
均的な傾向を分析した。結果として、中所得国は
高所得国と同等以上の経済成長を実現し、キャッ
チアップする傾向にあることが確認された。経済
成長に関するさまざまなエピソードはあるものの、
中所得国の段階で直面する困難が、他の所得段階
で直面する困難と比較して、とりわけ深刻という
わけではないものと考えられる。 
 経済のキャッチアップは構造転換をともなうも
のであり、とりわけ製造業部門の拡大と労働生産
性格差の縮小はキャッチアップの原動力である。
一方、農業部門やサービス部門の労働生産性格差
は、自動的に解消される傾向にはないため、キャ
ッチアップを阻害する要因となる。これらの部門
の生産性は、各国に固有の要因で規定される部分
が大きいと考えられる。したがって、中所得国の
段階で停滞する経済を個別に分析する際には、マ
クロの経済環境に加えて、農業部門やサービス部
門に着目した分析が必要になる。この点に関して
は、本稿の分析もその理論的な背景が弱く、解釈
は推測の域を出ない。より精緻な理論に依拠して
中所得国の経済成長やキャッチアップを分析する
ことは、将来の課題とする。■ 
(1) (2)
係数 標準誤差 P値 係数 標準誤差 P値
0.069 0.036 0.061 0.054 0.020 0.006
 -0.137 0.034 0.000
 0.003 0.025 0.891
 -0.036 0.015 0.021
 -0.052 0.048 0.285 -0.141 0.056 0.013
 -0.081 0.024 0.001 -0.197 0.477 0.000
 -0.013 0.018 0.473 0.015 0.007 0.031
決定係数
観察数
3部門：1960-20102部門：1960-2010
0.1770.094
163163
𝛽𝛽𝑎𝑎
𝛽𝛽𝑠𝑠
𝛽𝛽𝑚𝑚
𝛽𝛽𝑛𝑛
𝛾𝛾𝑠𝑠
𝛼𝛼
𝛾𝛾𝑑𝑑
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